
政 策 事 業 に 係 る

成  果  説  明  書
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21

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、緊急事態宣言の下、人々が連携して一致
団結し、見えざる敵との闘いという国難を克服しなければならないと示されたため、迅速
かつ的確に家計への支援を行うことを目的とした国庫補助事業。

■給付額：給付対象者１人につき１０万円

■実施主体：市町村
■実施に要する経費（給付事業費及び事務費）：国（補助率１０／１０）

■給付対象者数：４１，４９９人
■給付者数：４１，３０８人
■給付率：９９．５％

市民への周知をHP等で複数回実施し、未申請者に対する個別案内も行うなど、給付対象者
が申請忘れをしない対策を行ったことで、９９．５％の方に給付することができました。

12 委託料 3,278

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 0 当初予算額 0

3,214 0

10 需用費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 4,144,799 0

財
 
源

国 県 支 出 金 4,144,799 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 0 0

歳　　　　　 出 　　　　　計 4,144,799 0

歳

出

内

訳

03 職員手当等

318 0

11 役務費 7,189

総務費 総務管理費 一般管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
給付者数 人 41,308 0

0

担当
政策経営課

政策調整担当

事 　業 　名

－

特別定額給付金事業（政策）

単年度のみ 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

02-02-01-01

0

18 負担金、補助及び交付金 4,130,800 0

5757
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03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

③通学定期券購入費助成事業は、茨城県外に遠距離通学する大学生等の保護者の経済的負
　担を軽減し、教育の機会の均等を図ることに寄与しました。

①スマホ決済対象事業者並びに利用者は共に増加し、キャッシュレス決済が推進されまし
　た。

（ 単 位 ： 千円 ）

①新型コロナウイルス感染症対策スマホ決済ポイント還元業務委託　6,274千円
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、市内における消費の
　喚起及びキャッシュレス決済の推進。

②スマートＩＣ実施計画策定業務委託  10,461千円
　本市エリア内の常磐自動車道と接続するスマートＩＣの整備に向け、
　地域の概況や整備効果などを検討し、設置可能性等について調査。

③通学定期券購入費助成事業　3,093千円
　若い世代の転出抑制と本市への定住促進を目的として、
　鉄道を利用して県外の大学院、大学等に通う学生の保護者に対し、
　通学定期券の購入に要する経費の一部を助成。

④自転車活用推進計画策定業務委託　5,000千円
⑤国土強靭化地域計画策定業務委託　4,290千円
⑥サイン工事　3,327千円　等

11 役務費 109

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 43,960 当初予算額 36,503

0 166

08 旅費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 34,360 42,350

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 34,360 42,350

歳　　　　　 出 　　　　　計 34,360 42,350

14 工事請負費 3,327 8,158

歳

出

内

訳

07 報償費

9 53

10 需用費 124

通学定期券購入費助成実績額 円 3,093,000 10,867,000
通学定期券購入費助成実績件数 件 103 236

総務管理費 企画費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度

0

57

18 負担金、補助及び交付金 3,093 10,882

12 委託料 27,697 23,034

担当
政策経営課

政策調整担当

事 　業 　名

－

企画調整事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-05-02-01

総務費

5858
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07

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

公共交通対策事業（かすみがうら市地域公共交通会議）
①千代田神立ラインの運行
　ＪＲ神立駅西口から、神立病院や千代田ショッピングモールなどを経由して、
　ＪＲ神立駅東口と土浦協同病院を結ぶ路線バスを１日１５便運行。

②霞ヶ浦広域バスの運行
　玉造駅からあじさい館、土浦協同病院を経由して
　土浦駅までを結ぶ路線バスを１日５往復運行。

③デマンド型乗合タクシーの運行
　希望の時間帯を予約して、自宅から目的地近くの指定乗降箇所まで利用できる
　デマンド型乗合タクシーを千代田地区と霞ヶ浦地区において、それぞれ運行。

④高齢者運転免許自主返納支援
　高齢者の運転免許の自主返納に対して、交通系ICカードＳｕｉｃａを進呈。

⑤地域公共交通計画の策定

④高齢者の運転免許返納による移動の支援について、広報誌や市HP等での周知の徹底を
　図った結果、申請数が年々増えています。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 62,517 当初予算額 42,610

55,550 37,097

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 55,550 37,097

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 55,550 37,097

歳　　　　　 出 　　　　　計 55,550 37,097

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

高齢者運転免許の自主返納者への支援数 人         95         72

総務費 総務管理費 企画費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
霞ヶ浦広域バス年間延べ利用者数 人     20,885     33,747

担当
政策経営課

政策調整担当

事 　業 　名

－

公共交通対策事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-02-01-07

5959
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【事 業 費】

歳　　　　　 出 　　　　　計

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

指　　標　　区　　分

（ 単 位 ： 千円 ）

■広報誌による市民への市政・地域情報の定期配信
・「広報かすみがうら」毎月20日 年12回発行 総20ページ
・「広報かすみがうらお知らせ版」毎月5日 年12回発行 総4ページ
■広報デジタルブックの配信
・広報誌等をデジタルブック化し、スマートフォンやタブレット利
　用者向けに配信。音声読み上げや多言語化にも対応し、利用者の
　拡大を図る
■市ホームページによる市民への市政・地域情報の配信や観光客向
　けの観光情報の配信及び市ホームページ閲覧者へ支援機能を充実
・市ホームページ運用　アクセス数　年間約47万　月平均4万
・市ホームページ支援　音声読み上げや多言語化（10言語／日本語、英語、韓国語、
　中国繁体語・簡体語、タイ語、インドネシア語、スペイン語、ポルトガル語、ベト
　ナム語）により、高齢者や外国人市民等の利用を支援
■市公式メールマガジンによるくらし情報や観光情報を定期配信
・メールマガジンの配信　毎月10日・25日定期配信、防災情報や選挙情報を随時配信
■アプリやSNSを活用した幅広い世代への情報発信によるソーシャルメディア戦略
・公式アプリの配信　市ホームページの最新情報をプッシュ通知で常時配信
・市公式SNSの配信　幅広い世代に利用されるツイッター・フェイスブックを活用し、
　行政情報やくらし情報、観光情報を配信
■広報誌やホームページを利用した有料広告で財源を確保
・広報誌8枠、お知らせ版4枠、ホームページ6枠の有料広告枠を確保

広報誌による定期的で正確な情報伝達とホームページ及びＳＮＳによる素早い情報提供に
より、市民への情報発信はもとより、市外の方にも本市の魅力を高めることができまし
た。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 10,736 当初予算額 8,143

10 需用費

そ の 他 1,040 1,018

歳　　　　　 入 　　　　　計 10,253 8,063

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 9,213 7,045

10,253 8,063

12 委託料 6,334 4,807

歳

出

内

訳

3,013 2,817

439

メールマガジンの新規登録者数 人 132 87

総務費 総務管理費 広聴広報費

単位 令和 2年度 令和元年度
有料広告収入 千円 1,040 1,018

13 使用料及び賃借料 906

担当
秘書広報課
広報担当

事 　業 　名

－

広報事業（政策）

単年度のみ 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-04-01-01

6060
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

本事業は、公共施設等の行政端末の整備やネットワーク化を推進し、電算化による住民
サービスの向上を目的としています。主な内容はLGWAN関連機器の保守、各種協議会等の
運営負担です。県域共同システム等の利活用により、サービス向上の効果が期待されてい
ます。

◆いばらき公共施設予約システム整備運営協議会運営負担金　424,774円
　第１常陸野公園・わかぐり運動公園・多目的運動広場等のスポーツ施設を市民等が予約
するシステム。
◆茨城県共同システム整備運営協議会負担金　10,607,974円（昨年度：684,257千円）
　電子申請・届出システム
　統合型GIS
　林地台帳システム
　GIS空中写真撮影負担金【負担金の増額要因】
　※3年に1度の実施で令和2年度は実施年度

システムを活用した手続き等やGISの搭載レイヤーの増加に伴い、確実に利用度が高まっ
ています。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 13,047 当初予算額 1,106

11,033 1,105

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 11,033 1,105

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 11,033 1,105

歳　　　　　 出 　　　　　計 11,033 1,105

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

統合型ＧＩＳレイヤー利用数 枚 544 513

総務費 総務管理費 情報管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
電子申請・届出システム利用件数 件／年      1,940      1,495

担当
情報政策課

情報政策担当

事 　業 　名

－

電子自治体推進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-05-01-01

統合型GIS画面

6161
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

2,173

担当
公共施設等マネジメント推進室

財産調整担当

事 　業 　名

－

公有財産調整事業（政策）

期間限定複数年度（平成26年度～令和26年度） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-02-02-01

総務費 総務管理費 財産管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
広報誌やホームページによる市民への広報活動 回 3 6

154

歳　　　　　 出 　　　　　計 3,473 2,336

歳

出

内

訳

08 旅費

48 8

12 委託料 3,270

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 3,473 2,336

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 3,473 2,336

（ 単 位 ： 千円 ）

　本市が保有する公有財産及び公共施設の総合的かつ長期的な方向性を定める事業で、公
共施設等総合管理計画に基づき、個別施設計画の策定に向けた調整等を行いました。

（１）委託料　3,270千円
      ・千代田保健センター解体設計委託　2,522千円
　　　・霞ヶ浦高齢者センター解体設計委託　748千円
（２）個別施設計画の策定、推進に向けた調整
　　　・平成29年度から着手した複合型健康福祉拠点施設（かすみがうらウエルネスプラ
　　　ザ）の整備を推進し、令和2年6月に開館となりました。
（３）廃校施設の活用に向けた調整
　　　・下大津地区代表者（地区公民館役員・地区長）への説明会を開催し、旧下大津小
        を解体し、跡地に旧下大津公民館に代わる集会施設を整備する計画について理解
        を得ました。
　　　・旧牛渡小学校について、優先交渉権者と契約に向けて交渉をしましたが、不調と
　　　　なりました。利活用が決まっていない3施設（牛渡・佐賀・志士庫）について再
　　　　公募を行いました。
　

継続的な課題に対応しながら、今後の個別施設計画の策定に向けて、先導的事業の実施や
関係機関との調整などを推進することができました。

13 使用料及び賃借料 155

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 3,798 当初予算額 1,063

0 2

10 需用費

6262
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

577,307

担当
公共施設等マネジメント推進室

事業推進担当

事 　業 　名

716,387千円

複合型健康福祉拠点施設整備事業（政策）

継続（平成29年度～令和2年度） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-02-02-01

総務費 総務管理費 財産管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
トレーニングルーム利用者数 人     10,726          0

25,854

歳　　　　　 出 　　　　　計 65,738 617,121

歳

出

内

訳

11 役務費

9,240 13,639

14 工事請負費 55,380

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 65,738 617,121

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 65,738 617,121

（ 単 位 ： 千円 ）

　
　１　令和2年度の全体事業費 　           65,738千円
 　　　ウエルネスプラザ開館に向けて、令和元年度からの繰越明許費にて実施。
　　　（１）委託料　　  　                9,240千円
　　　　　　・外構工事監理委託費
　　　（２）工事請負費　　               55,380千円
　　　　　　・外構工事費　               54,945千円
　　　　　　・樹木伐採費　     　           436千円
　　　（３）備品購入費　                  1,118千円
　
　２　全体事業費　                      716,387千円
　　　（１）平成29年度分　委託料等　      3,780千円
　　　（２）平成30年度分　委託料等　     29,748千円
　　　（３）令和元年度分　工事請負費等　617,121千円
　　　（４）令和 2年度分　工事請負費等　 65,738千円

　

ウエルネスプラザの整備にあたり、必要とされる工事を実施し、あわせて、備品購入を行
い、滞りなく6月に開館できました。

17 備品購入費 1,118

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 0 当初予算額 604,682

321

12 委託料

6363
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

■階層別研修（市主催）
研修事業：新規採用職員研修、人事評者研修

修了者総数：51名

■派遣研修
研修事業：ファシリテーション研修

修了者総数：1名

■通信教育助成
申請者数：3名

↑新規採用職員研修の様子 ↑ 人事評者研修の様子

【事 業 の 成 果】

( 参 考 ） 当初予算額 1,251 当初予算額 1,171

（ 単 位 ： 千円 ）

18 負担金、補助及び交付金 25

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

100 287

08 旅費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 149 581

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 149 581

歳

出

内

訳

07 報償費

0 78

10 需用費 24

通信教育・自主研究グループ助成の件数 件／年          3          0

総務費 総務管理費 一般管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
派遣研修の修了率 ％        100        100

184

担当
総務課

職員担当

事 　業 　名

－

職員研修事業（政策）

継続（平成27年度～　） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-05-02-01

新型コロナウイルス感染症防止の観点から、令和2年度かすみがうら市職員研修計画を当初計
画のとおりには実施できなかったが、上記のとおり自発的・積極的な能力開発支援、より質
の高い行政を担う人材の育成を目指した研修を実施した。また、通信教育助成により、申請
職員の職務に必要な知識を習得することで、職員の能力開発と資質向上の一助となった。

32

歳　　　　　 出 　　　　　計 149 581
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03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　近年全国各地において発生している風水害等に対し、相互協力体制の緊密化を図るとと
もに、コロナ禍における避難所運営訓練を実施することにより、市民一人ひとりの防災に
対する理解と防災意識の高揚を図ることができました。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 2,115 当初予算額 2,015

328 722

11 役務費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 1,536 1,936

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 1,536 1,936

歳

出

内

訳

10 需用費

0 2

12 委託料 1,208

シェイクアウト訓練の参加者 人      3,172      3,316

消防費 消防費 災害対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
防災訓練の参加者 人         63      1,278

担当
危機管理課

危機管理担当

事 　業 　名

－

防災訓練事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-03-02-01

▶総合防災訓練
（１）日　　時　　令和2年11月15日（日）午前9時00分～午前11時30分
（２）場　　所　　かすみがうら市立下稲吉中学校
（３）訓練内容　　下稲吉中学校区の区長等を対象として、コロナ禍における地震発生を
　　　　　　　　　想定した避難所運営訓練の実施。

▶シェイクアウト訓練
　地震発生時、地震から身を守る安全行動（まずひくく、あたまをまもり、うごかない）
　・令和2年9月1日（火）午前11時  市内全小中学校

1,212

歳　　　　　 出 　　　　　計 1,536 1,936

◀市職員及び防災士

による避難所での

受付訓練

◀防災士による

避難スペースの

設置訓練
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

3,094

18 負担金、補助及び交付金 835 448

担当
危機管理課

危機管理担当

事 　業 　名

－

災害対策事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-03-02-01

消防費 消防費 災害対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
自主防災組織設置数 組織         13         12

2

歳　　　　　 出 　　　　　計 7,007 3,750

歳

出

内

訳

07 報償費

6,140 177

12 委託料 0

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 7,007 3,750

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 7,007 3,750

（ 単 位 ： 千円 ）

▶非常用持ち出し袋購入
　避難した際に、救助活動が行われるまでの数日間、必要となる最小限の生活用品を備え
ておくために、非常用持ち出し袋を全世帯に配布しました。

▶防災行政無線テレフォンサービスマグネット作成
　防災行政無線の放送内容を確認するために、テレホンサービスマグネットを作成し、全
世帯に配布しました。

　非常用持ち出し袋を全世帯に配布したことにより、家庭での災害対策のきっかけの一つ
となり、市民の防災意識向上を図りました。
　また、防災行政無線放送の内容を聞き直すことができるテレフォンサービスの番号を容
易に確認できることにより、市民の安心安全の確保に努めています。

13 使用料及び賃借料 0

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 7,513 当初予算額 3,900

32 28

10 需用費

◀非常用

持ち出し袋
◀防災行政無線

テレフォンサービス

マグネット
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

▶防災行政無線デジタル同報系統合システム整備工事（Ⅲ期）
（補助事業名：百里飛行場周辺無線放送施設設置助成事業）
（１）工事場所　霞ヶ浦地区
（２）工　　期　令和元年9月19日から令和3年3月12日まで
（３）工事内容　屋外拡声子局50局

▶防災行政無線デジタル同報系統合システム整備工事（Ⅳ期）
（補助事業名：百里飛行場周辺無線放送施設設置助成事業）
（１）工事場所　かすみがうら市内
（２）工　　期　令和2年7月29日から令和3年3月15日まで
（３）工事内容　戸別受信機　68局、無線設備　1台

平成28年度から開始した、防災行政無線デジタル同報系統合システム整備工事（全体計
画：5か年）は令和2年度で事業完了いたしました。市内公共施設や、危険区域を持つ行政
区長に対し、戸別受信機を設置することにより、情報伝達手段の一つとして活用すること
を可能といたしました。今後、多様化・高度化する通信ニーズへ対応し、災害時等の情報
伝達の向上を図っていきます。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 253,369 当初予算額 355,296

1,615 616

14 工事請負費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 268,012 350,728

財
 
源

国 県 支 出 金 180,905 259,136

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 87,107 91,592

歳　　　　　 出 　　　　　計 268,012 350,728

歳

出

内

訳

12 委託料

266,397 350,112

消防費 消防費 災害対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
霞ヶ浦地区防災行政無線の放送設備 個所         68         50

担当
危機管理課

危機管理担当

事 　業 　名

779,088千円

防災無線整備事業（政策）

期間限定複数年度（平成27年度～令和 2年度） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

03-03-02-03

◀戸別受信機

屋外拡声子局▶
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 48,849 4,028

（ 単 位 ： 千円 ）

担当
市民協働課

市民活動推進担当

事 　業 　名

－

市民活動支援事業（政策）

継続（令和元年度～） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-01-02-01

総務費 総務管理費 広聴広報費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
まちづくりファンド支援団体数（継続含む） 団体 8          5

3,637

899

48,849 4,665

歳

出

内

訳

07 報償費

13 35

12 委託料 0

  市民参画意識の向上と参加機会の拡充を図り、市民が行政サービスの受け手だけでな
く、まちづくりの担い手として、地域の課題に自ら積極的に取り組んでもらえるような市
民と行政による協働のまちづくりを目指しています。

①まちづくりファンド／地域づくり基金を活用し、市民団体等が
自主的に取り組むまちづくり活動を支援するまちづくりファンド
の補助金交付、進行管理、竣工検査等を行いました。これらの事
業は出来る限り広報誌、新聞等に取り上げてもらい、市民への周
知に努めました。また、令和３年度事業の募集、相談・指導、申
請受付、審査・認定も行いました。
②緑化推進事業／訪れた人が花を楽しむ「環境美化」と花壇づく
りを通して仲間とのコミュニティの活性化を図る「市民活動」の
二つの目的をもつ「花のみち事業」と「花いっぱい事業」を実施。
また、花のみちの空き花壇対策「市の花あじさいの苗づくりボラ
ンティア事業」として、令和元年度に多くの市民ボランティアや
市内小中学校児童生徒に育成、寄贈いただいた5,000本以上のあじ
さいの苗は、令和２年度、花のみち花壇に植栽となりました。

①８団体による11事業が実施。あわせて、令和３年度事業として10団体による13事業が認
定となりました。市民活動が活性化されています。②あじさい花壇の数は135にもなり、
近い将来あじさいの名所になることが期待できます。

18 負担金、補助及び交付金 48,812

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 54,813 当初予算額 48,903

24 94

10 需用費

そ の 他 0 637

歳　　　　　 入 　　　　　計 48,849 4,665

財
 
源

国 県 支 出 金

歳　　　　　 出 　　　　　計
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 男女共同参画推進事業（政策）

総合計画体系 07-02-01-01
事 業 期 間 継続 全体事業費 －

担当
市民協働課

市民活動推進担当

総務費 総務管理費 広聴広報費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 120 161

歳　　　　　 入 　　　　　計 120 161

歳

出

内

訳

07 報償費 53 19

10 需用費 67 142

歳　　　　　 出 　　　　　計 120 161

( 参 考 ） 当初予算額 300 当初予算額 239

男女共同参画の普及に関する事業数 事業／年          3          4

　平成30年度に策定した「第３次男女共同参画計画」に基づき、具体的かつ実効的な意識
啓発や社会参画のための取り組みとその進行管理を推進しています。
　
①第３次計画の円滑な進行管理／年度末に各担当部署に対し、計画
に記載された事業の進捗状況踏査を実施しました。
②出前講座の開講／「人と人とのより良い関係」をテーマに、市民
ボランティアの協力を得て、千代田中で「デートＤＶ講座」を開講
しました。
③パープルリボン運動／市高校生会の協力の下、あじさい館来館者
を対象に、女性への暴力の根絶の象徴である「パープルリボン」の
趣旨を解説したチラシを配付し、願いを込めてあじさい館ホールの
クリスマスツリーに「パープルリボン」をつけてもらいました。
④広報・啓発活動／普及啓発チラシ(STOPハラスメント）を作成し、
公共施設の窓口等に設置。また、上記②③については広報誌にも
掲載し、普及啓発に努めました。

②出前講座は千代田中１、２年98人を対象に「人と人がより良い関係を築くためには何が
必要か？」を学んでもらいました。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 広聴事業（政策）

総合計画体系 07-04-01-02
事 業 期 間 継続 全体事業費 －

担当
市民協働課

市民活動推進担当

総務費 総務管理費 広聴広報費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 171 153

歳　　　　　 入 　　　　　計 171 153

歳

出

内

訳

10 需用費 170 153

11 役務費 1 0

歳　　　　　 出 　　　　　計 171 153

( 参 考 ） 当初予算額 233 当初予算額 198

市政懇談会等の参加延べ人数 人          0         78
市民提案の提案件数 件         21          1

　市の基本目標「みんなでつくる連携と協働のまちづくり」を目指し、市と市民が情報を
共有し、市民の意見を市政運営に反映させるため、市民からのまちづくり
についての意見・提言を受ける場や機会を提供しています。

①まちづくり出前講座／市の各課が用意した出前講座メニューの
中から、行政区、市民団体、学校、企業などの市内の団体が申込
んだ講座を、市役所職員等が希望する会場まで出向き、説明や意
見交換を行いました。（新規事業）
②市民提案／今まで公共施設に設置していた市民提案用紙を後納
郵便付きの様式で全戸配付しました。広く周知することで、例年
よりも多くの意見、提案が寄せられました。
③行政相談／総務省から委嘱された行政相談員が、住民からの国
・県・市等への行政サービスに関連する苦情、行政の仕組みや手
続きに関する問合せに対応しています。

①10月上期に講座メニュー一覧表を全戸配付以降、8団体11回466人の市民の方にご利用を
いただきました。②11月下期に提案用紙を全戸配付以降、14人の市民から、21件の市民提
案が寄せられました。※市政懇談会、市長と話そうミーティングは新型コロナウィルス感
染防止のため中止。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 交通安全対策事業（政策）

総合計画体系 03-03-03-06
事 業 期 間 継続（平成27年度～　） 全体事業費 －

担当
市民協働課

交通安全・防犯担当

総務費 総務管理費 交通安全対策費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 19,582 17,713

歳　　　　　 入 　　　　　計 19,582 17,713

歳

出

内

訳

12 委託料 13,971 13,971

14 工事請負費 3,307 2,644

18 負担金、補助及び交付金 2,304 1,098

歳　　　　　 出 　　　　　計 19,582 17,713

( 参 考 ） 当初予算額 21,010 当初予算額 18,190

市内交通死亡事故発生件数 件／年          0          3

　市民一人ひとりの交通安全意識の向上を図り、安全で安心できる交通社会の確立に寄与
するため、防犯灯のＬＥＤ化の推進やカーブミラー、ガードレール等の交通安全施設の新
設工事や行政区等への防犯灯の設置補助事業を実施しています。

①防犯灯ＬＥＤ化業務委託／平成27年度に行った市内の
防犯灯LED化と10年間の維持管理を含めた委託事業
（令和２年度は維持管理５年目）。
②交通安全施設工事／カーブミラーや路面標示などの施設工事。
③交通安全施設整備事業負担金／ＪＲからの要請による線路沿
い道路へのガードレール設置工事の負担金。
④交通安全照明施設設置工事／坂地内道路（旧ビジターセンタ
ー交差点先）の防犯灯用専用柱設置工事
⑤防犯灯設置補助金／行政区等の要望による新設防犯灯への補助。

令和３年２月１２日に、交通事故死亡事故連続ゼロ３５０日（令和２年２月２９日～）を
達成し、茨城県から表彰を受けました。現在も継続中となっています。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度

7171
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03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 地域安全対策事業（政策）

総合計画体系 03-03-02-01
事 業 期 間 継続（平成29年度～　） 全体事業費 －

担当
市民協働課

交通安全・防犯担当

総務費 総務管理費 地域安全対策費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 3,067 2,803

歳　　　　　 入 　　　　　計 3,067 2,803

歳

出

内

訳

07 報償費 82 67

10 需用費 220 0

13 使用料及び賃借料 97 96

17 備品購入費 2,618 2,640

18 負担金、補助及び交付金 50 0

歳　　　　　 出 　　　　　計 3,067 2,803

( 参 考 ） 当初予算額 3,857 当初予算額 3,323

空家等・空き地バンクの物件登録件数 件／年          2          0

　警察や関係機関等と連携しながら、市民が安全安心に暮らしていくため、空家対策、犯
罪の未然防止等のために防犯カメラの設置等に取り組んでいます。

①空家対策
　・空家対策協議会を開催し、特定空家等判断方法マニュアル
    を策定
　・大塚団地行政区からの申請により、まちづくり出前講座
　　「なくそう！放置空き家」を開講
　・空家相談会を開催
　・空家情報登録奨励金を新設
　・市民向け空家パンフレット「空家等対策のススメ」を作成
②防犯カメラ等機器設置
　以下の３箇所に双方向（計６基）を設置
　・中志筑323‐2（粟田橋付近）
　・宍倉6215‐2（第２千代田南団地付近）
　・西成井1941‐1（水道事務所付近）

①空家対策向け各種施策の推進により、空家等・空き地バンク登録件数、問い合わせ件数
も増加傾向にあります。②防犯カメラの設置は、犯罪の未然防止、市民の生活環境の保全
に寄与しています。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度

7272



款 02 項 01 目 10
03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 自治振興事業（政策）

総合計画体系 07-01-01-03
事 業 期 間 継続 全体事業費 －

担当
市民協働課

市民活動推進担当

総務費 総務管理費 自治振興費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 2,500 2,400

一 般 財 源 2,890 6,202

歳　　　　　 入 　　　　　計 5,390 8,602

歳

出

内

訳

10 需用費 0 69

18 負担金、補助及び交付金 5,390 8,533

歳　　　　　 出 　　　　　計 5,390 8,602

( 参 考 ） 当初予算額 7,129 当初予算額 6,506

行政区等コミュニティ活動補助金交付団体数 件／年          0          5

　行政区が自主的に取り組むコミュニティ活動を積極的に支援していくため、地域集会施
設の整備、お祭り用品などの備品整備や、小イベント、サロン活動、
講座などのソフト事業に対し補助金を交付しています。

①地域集会施設整備費補助金／地域住民の福祉の向上及び教養と
親睦を図るための場として行政区等が取り組む地域集会施設の整
備に補助金を交付しました。
②自治総合センターコミュニティ助成金／宝くじの社会貢献事業
として、行政区等が行うコミュニティ活動に必要な備品等の整備
に補助金を交付しました。
③行政区等コミュニティ活動補助金／行政区内の交流や親睦を目
的に取り組む各種コミュニティ活動に対し補助金を交付する制度。
令和元年度取り組み事例（５行政区）を記載したチラシを作成、
全戸配付し、周知・募集に努めました。

①飯岡行政区、上稲吉行政区の集会施設整備に、②逆西二区の祭り用屋台の整備に補助金
を交付しました。③補助金の交付申請はありましたが、新型コロナウィルスの影響で実施
は０件となりました。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度

7373
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13

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

事 　業 　名 移住定住・結婚支援事業（政策）

総合計画体系 05-01-02-03
事 業 期 間 継続（令和元年度～） 全体事業費 －

担当
市民協働課

市民活動推進担当

総務費 総務管理費 諸費

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 2,395 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 1,822 3,215

歳　　　　　 入 　　　　　計 4,217 3,215

歳

出

内

訳

01 報酬 1,057 0

07 報償費 275 131

08 旅費 61 15

10 需用費 105

18 負担金、補助及び交付金 2,607 250

30 賃金 0 923

272

11 役務費 112 42

12 委託料 0 1,583

歳　　　　　 出 　　　　　計 4,217 3,215

( 参 考 ） 当初予算額 6,086 当初予算額 6,772

婚活サポートセンター登録人数（合計） 人        102         79
成婚カップル数（合計） 組          3          2

　移住定住促進の観点からの結婚支援や外国人市民と日本人市民がお互いを理解し、連携
して暮らしていく多文化共生実現に向けた各種施策、移住希望者への
情報提供や支援策の整備などに取り組んでいます。

①婚活サポートセンター／センターを開設し、結婚相談と登録、お
見合い、婚活パーティ、婚活講座、成立カップルの見守り、成婚者
への支援など、総合的な結婚支援を推進しました。
②多文化共生／「日本語ボランティア養成講座」を開講し、外国人
市民に日本語を教えるボランティアの発掘、育成に努めました。講
座を受講したボランティアは「かすみがうら国際交流会」主催の
「日本語教室」で外国人市民に日本語を指導しています。
③移住希望者への支援策の整備、実施と情報提供／国や県の補助金
を活用し、移住者への生活支援金や本市で新婚生活を始める夫婦へ
の新生活支援金制度を整備し、実績を上げました。また、移住希望
者が訪れるふるさと回帰支援センターとの連携（移住希望者向け本
市紹介冊子の設置、移住相談イベントへの参加）、希望者に市情報
を月例で郵送する「かすふる通信事業」などに取り組みました。

①コロナの影響により登録者増には苦労しましたが、成婚件数は目標１組を達成しまし
た。②11月から月４回、継続的に外国人市民のための日本語教室を開催しています。③地
方創生移住支援金１世帯分、結婚新生活支援事業補助金６世帯分を交付するなどの実績を
上げました。

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度

7474
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11

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業計画区域以外の浄化槽区域に対し、浄化
槽の設置等に係る助成を行い、水質保全や生活環境の向上を図っています。

主な事業内容
■浄化槽等設置事業費補助金（54,783千円）
内訳　　内訳

　単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が図られることなどで、より一層の水質浄
化に寄与しています。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 54,310 当初予算額 44,710

54,783 42,869

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 54,783 42,869

財
 
源

国 県 支 出 金 39,094 34,739

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 15,689 8,130

歳　　　　　 出 　　　　　計 54,783 42,869

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
汚水処理人口普及率 ％         14.05         12.40

担当
環境保全課

環境政策担当

事 　業 　名

－

浄化槽設置整備事業（政策）

期間限定複数年度（平成30年度～令和 4年度） 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

01-02-02-01

7575
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

清掃参加者数 人 0     19,853

　本市全域において、市民参加のボランティア活動による周辺道路の一斉清掃を行い、快
適な生活環境づくりに努めています。

主な事業内容
■市内一斉清掃収集業務委託
　年3回（5月・8月・3月）の一斉清掃時における収集業務の委託

　※令和2年度は新型コロナウイルスまん延防止対策のため全回とも事業を中止としまし
た。

　市内道路周辺の清掃を通じて環境美化運動を推進し、快適な生活環境つくりに寄与して
います。

指　　標　　区　　分 単位 令和２年度 令和元年度

歳　　　　　 出 　　　　　計 0 1,642

( 参 考 ） 当初予算額 1,593 当初予算額 1,674

1,642

歳　　　　　 入 　　　　　計 0 1,642

歳

出

内

訳

10 需用費 0 229

11 役務費 0 60

12 委託料 0 1,353

（ 単 位 ： 千円 ）
令和２年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 0

事 　業 　名 環境美化事業（政策）

総合計画体系 01-01-01-02
事 業 期 間 継続 全体事業費 －

担当
環境保全課
衛生担当

衛生費 保健衛生費 環境保全対策費

7676
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　市内の河川等の水質や土壌、臭気、騒音等について調査し、環境基準の達成状況を把握
するものです。

主な事業内容
■河川水質等調査業務委託（2,176千円）
　水質汚濁防止法や土壌汚染対策法等に基づく、市内の
　河川、地下水、工場、ゴルフ場の水質並びに土壌調査
■臭気測定調査委託（388千円）
　悪臭防止法に基づく臭気測定。
■自動車騒音常時監視調査業務委託（768千円）
　騒音規制法に基づく、主要幹線道路などの常時監視
　　○令和2年度は、土浦笠間線、戸崎上稲吉線を調査

　

　市内の環境を継続的に監視することで、快適な生活環境づくりに寄与しています。

13 使用料及び賃借料 13

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 3,694 当初予算額 5,737

0 22

11 役務費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 3,345 4,793

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 3,345 4,793

歳　　　　　 出 　　　　　計 3,345 4,793

歳

出

内

訳

10 需用費

0 18

12 委託料 3,332

不適正残土現場等水質調査 箇所          8          8

衛生費 保健衛生費 環境保全対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
ゴルフ場排水基準の達成率 ％        100        100

13

担当
環境保全課

環境政策担当

事 　業 　名

－

公害防止対策事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

01-01-01-04

3,551

17 備品購入費 0 1,188

ゴルフ場の水質検査の様子

7777
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　家庭系一般廃棄物の収集運搬や関係一部事務組合への負担金等を支出しています。

主な事業内容
■家庭系一般廃棄物収集業務委託（119,361千円）
　一般家庭から集積所に排出されたごみの収集を業者委託により実施
　ごみ処理施設への搬入、資源ごみはリサイクルにより売却収入
■新治地方広域事務組合への負担金支出（259,003千円）
　新治地方広域事務組合へごみを搬入していることから
　負担金を支出（令和2年度末で稼働終了）
■霞台厚生施設組合への負担金支出（1,458,275千円）
　令和３年度からは、霞台厚生施設組合において新た
　にごみ処理が進められる予定であり、その施設建設
　等が進められていることから負担金を支出

　家庭系一般廃棄物収集に関する事業は、公共性が高く行政に義務付けられているもので
あり、集積所からステーション方式で収集運搬を行うことで、市民の快適な生活環境の保
全に寄与しています。

令和２年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 1,882,350 当初予算額 1,421,149

1,618 149

12 委託料

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 1,839,005 1,411,090

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 1,839,005 1,411,090

歳　　　　　 出 　　　　　計 1,839,005 1,411,090

歳

出

内

訳

10 需用費

120,109 126,108

18 負担金、補助及び交付金 1,717,278

衛生費 保健衛生費 環境保全対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和２年度 令和元年度
ごみ収集量 トン 15,611.16     15,040.98

担当
環境保全課
衛生担当

事 　業 　名

－

一般廃棄物処理事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

01-03-01-01

1,284,833

霞台厚生施設組合の新ごみ処理施設外観イメージ

7878
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　ごみ減量化等を進めるため、事業に対する補助を行っています。

主な事業内容
■資源物回収事業補助金（431千円）
　子ども会等の登録団体により集団回収された資源物量に応じて補助金を支出
　　○令和２年度は、子ども会等20団体へ支出
■生ごみ処理機等補助金（367千円）
　生ごみ処理容器（コンポストやＥ
　Ｍぼかし利用のもの）や電気式生ごみ
　処理機を設置した世帯に対して補助
　金を支出
　　○令和２年度は、対象53件へ支出

　市民のごみ分別やリサイクル意識の向上、ごみ減量化・地球温暖化の抑制に寄与してい
ます。

19 負担金、補助及び交付金 798

令和２年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 2,338 当初予算額

0 75

10 需用費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 1,538 1,221

財
 
源

国 県 支 出 金 81 37

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 1,457 1,184

歳　　　　　 出 　　　　　計 1,538 1,221

歳

出

内

訳

07 報償費

79 386

12 委託料 660

指　　標　　区　　分 単位 令和２年度 令和元年度

1,595

回収した資源物 トン       102.15        134.62

担当
環境保全課
衛生担当

事 　業 　名

－

リサイクル推進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

01-03-01-03

衛生費 保健衛生費 環境保全対策費

0

760

コンポスト容器・ＥＭぼかし容器・電気式生ごみ処理機

7979
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

担当
環境保全課

環境政策担当

事 　業 　名

－

環境保全推進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

01-03-02-01

衛生費 保健衛生費 環境保全対策費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
補助金交付件数 件 15 10

歳　　　　　 出 　　　　　計 1,500 1,000

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 1,500 1,000

財
 
源

国 県 支 出 金 600 500

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 900 500

（ 単 位 ： 千円 ）

　県で推進する事業を活用し、住宅等における再生可能エネルギーの導入促進を図るた
め、機器導入した住民に対し１基あたり10万円（内訳：県1/2・市1/2）の補助金を交付す
るものです。

主な事業内容
■自立・分散型エネルギー設備導入促進補助支出（1,500千円）
○定置用リチウムイオン蓄電システム　１５件
対象経費…設備本体（蓄電池部、電力変換装置、蓄電システ
ム制御装置等）及び付属品（計測・表示装置、キュービクル
等）の購入費、工事費（据付・配管工事等）

　循環型社会の形成に向けた再生可能エネルギーの活用、限られた資源の有効活用や災害
時の電力を補うことに対して助成を行うことで、自然環境の保全と産業イノベーションの
促進を図ることに寄与しています。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 1,500 当初予算額 1,000

1,500 1,000

定置用リチウムイオン蓄電システム

8080



款 03 項 01 目 05
04

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

人 人 人・中学生 926

医療福祉制度の拡充
・県医療福祉制度の対象外となる妊産婦の産婦人科以外の外来・入院
・中学生の外来分に対する医療費の一部負担金の助成
・小児区分(中学生３年生まで)の外来及び入院に係る自己負担金の助成
・妊産婦及びひとり親世帯区分の外来に係る自己負担金の助成
・小児区分(中学生３年生まで)の県基準の所得制限の撤廃

　特に、中学生までの外来に係る自己負担金及び小児区分の所得制限の撤廃に
あっては令和元年１０月から実施し、実質的に中学生以下の医療費を無料とし、
子育て世代の医療費の負担軽減を図っています。

一般的な
医療費
(小児)

保険者負担分(7-8割) 医療費自己負担(2-3割)

県医療福祉制度で助成(県は所得制限あり）
自己負担金
・外来600円(最大2回)
・入院300円/日(最大3000円)  令和元年度制度改正により

･･････所得制限なく中学生以下の子どもの医療費自己負担を全額助成･･････

市単独事業対象者
・就学前 1,690 ・小学生 1,942

721

30 賃金 0 4,700

19 扶助費 38,700 40,161

11 役務費 422 472

担当
国保年金課

医療年金担当

事 　業 　名

－

医療福祉事業（市単独事業）（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-01-02-04

民生費 社会福祉費 医療福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
外来自己負担金助成額 千円     24,824     25,940

0

歳　　　　　 出 　　　　　計 45,533 46,115

12 委託料 59 61

歳

出

内

訳

01 報酬

0

歳　　　　　 入 　　　　　計 45,533 46,115

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 45,533 46,115

（ 単 位 ： 千円 ）

08 旅費 189

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 67,910 当初予算額 58,802

4,645 0

03 職員手当等 659 0

04 共済費 858

そ の 他 0

8181



款 06 項 02 目 01
02

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

〇

※

【事 業 の 成 果】

( 参 考 ） 当初予算額 3,474 当初予算額 2,345

2,096

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

223 0

11 役務費

39412 委託料 905

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 2,664 2,096

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 2,664

後発医薬品（ジェネリック医薬品）利用率 ％         82.99         81.43

保健事業費 保健事業費 保健衛生普及費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
一人あたりの医療費（保険者負担となる給付費） 円    235,692    244,503

担当
国保年金課

国民健康保険担当

事 　業 　名

－

保健衛生普及事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-01-02-02

〇 後発医薬品（ジェネリック）差額通知
　高齢化や医療技術の向上により、年々医療費（一人当たり）が上昇傾向にあり、被
保険者に対し、後発医薬品の理解促進を図るため、年２回対象者に通知しています。

通知数

歳　　　　　 出 　　　　　計 2,664 2,096

歳

出

内

訳

10 需用費

1,536 1,702

国は、平成29年6月9日閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2017」で2020年9月ま
でに、後発医薬品の使用割合８０％を早期達成できるよう目標としています。

後発医薬品（ジェネリック）の利用率
・H26.1 差額通知開始前

・R03.1 令和2年度実績

　国の目標値(R02.09まで) ⇦ R01.9に達成

医療費通知
　被保険者に健康と医療費の実情に対する認識と理解を頂くため、年５回各世帯に通
知しています。

（２か月おき）

５月 ７月 ９月 １１月 １月

年間 23,300通
4661通 4614通 4472通 4433通 5120通

６月 481通 １２月 481通 合計 962通

市50.20％(県内16位)
県平均47.24％

市82.99％ (県内10位)
県平均80.50％

80％

8282
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03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

担当
社会福祉課

社会福祉担当

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費
事 　業 　名 やまゆり館管理運営事業（政策）

総合計画体系 04-04-01-02
事 業 期 間 継続（平成27年度～　） 全体事業費 －

（ 単 位 ： 千円 ）
令和２年度決算額 令和元年度決算額（参考）

財
 
源

国 県 支 出 金 1,986 1,938

地 方 債 等 0 0

そ の 他 0 0

一 般 財 源 17,083 17,334

歳　　　　　 入 　　　　　計 19,069 19,272

歳

出

内

訳

07 報償費 0 12

12 委託料 18,794 19,260

17 備品購入費 275

歳　　　　　 出 　　　　　計 19,069 19,272

( 参 考 ） 当初予算額 18,794 当初予算額 19,275

　指定管理者制度を活用した中で、管理者側の創意ある催し等を開催することにより、健
康的な老後に向けた健康づくりや子育てに関する相談・支援業務や地域福祉向上の場とし
て事業成果が図れました。

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度

〇やまゆり館管理運営事業
　指定管理業務を(株)フクシ・エンタ－プライズへ委託し、施設の維持管理・高齢者の健
康づくりや子育てに関する相談支援を行っています。
　令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止により65日間休館となって
しまい、年間利用者は17,208名、前年比21,350名の減（利用率44.6％）となります。
おもな利用状況ですが、子育てルーム8,689名（前年比52.1％）・健康づくりコーナー
5,330名（前年比61.6％）となっています。
おもな自主開催イベントとしましては、予定をしていた「七夕祭り」が新型コロナウイル
ス感染拡大防止により中止となってしまいましたが、「クリスマス会・クリスマスリ－ス
製作」を実施し126名の参加をいただいています。
 
 

健康づくりコーナー利用者数 人 5,330 8,654
子育てルーム利用者数 人 8,689 16,666

8383
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05

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

担当
社会福祉課

社会福祉担当

事 　業 　名

－

民生委員児童委員制度運営事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-04-01-03

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度
安否確認等の訪問・連絡活動 回 3,408 4,764

3,840

歳　　　　　 出 　　　　　計 2,340 3,840

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 2,340 3,840

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 2,340

（ 単 位 ： 千円 ）

〇民生委員児童委員制度運営事業（政策）
　市民の見守り役・身近な相談相手・行政機関へのつなぎ役として、地域の福祉支援活動
に努めていただいています。その委員87名の活動を援助するため運営費の一部を補助する
事業で、年間通しての定例会の開催、要援護者などへの相談支援や訪問連絡活動を実施し
ておりますが、令和2年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止により定例会や
県主催の研修会、啓発活動が中止等になり、また、訪問連絡活動も状況に応じて実施を
し、3,408回（千代田地区2,417回・霞ヶ浦地区991回）と限られた中での活動となりま
す。

　本市地域福祉支援活動として、多様なニ－ズに応じて相談・助言・支援等に対応し、各
委員が民生委員児童委員としての役割を果たしました。

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 3,840 当初予算額 3,840

2,340 3,840

8484
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07

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

〇戦没者英霊顕彰事業（政策）
　戦没者の英霊顕彰及び戦没者遺族に対する各種援護の手続きの指導・援助を行い、遺族
の福祉向上を目的とする事業で、おもな内容は県護国神社例大祭等（2回）への参列・各
地区戦没者追悼式107名の参列や、県遺族連合会研修会などに係る事業費となりますが、
令和2年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止により例大祭や式典等規模縮小
により実施となります。また、市主催の戦没者追悼式を4年に1回開催しております。
　

　戦没者の英霊顕彰と戦没者遺族への福祉向上の目的を図るため、慰霊碑の清掃管理、英
霊顕彰事業、遺族会研修等への参加し事業を達成しました。

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 1,303 当初予算額 1,301

63 63

18 負担金、補助及び交付金

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 482 1,051

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 482 1,051

歳　　　　　 出 　　　　　計 482 1,051

歳

出

内

訳

10 需用費

323 862

19 扶助費 96

各地区戦没者追悼式参加者数 人 107 116

社会福祉費 社会福祉総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度

126

担当
社会福祉課

社会福祉担当

事 　業 　名

－

戦没者英霊顕彰事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-04-01-01

民生費
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12

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

担当
社会福祉課

社会福祉担当

事 　業 　名

－

福祉関係団体等活動促進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-04-01-03

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和元年度 平成30年度
社会福祉関係団体の活動促進 件          4          4

歳　　　　　 出 　　　　　計 75,191 68,633

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 75,191 68,633

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 75,191 68,633

（ 単 位 ： 千円 ）

〇福祉関係団体等活動促進事業（政策）
　社会福祉関係団体が健全、かつ適切な福祉事業を促進するため経費の一部を助成し、地
域福祉の充実を図ることを目的とする事業です。
  令和2年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止により各団体の活動や研修会、
啓発活動が中止等になり限られた中での活動となりました。

　1.保護司連絡協議会　　委員16名
　　罪を犯して保護観察を受けることになった人の生活を見守り様々な相談や助言、及び
　　犯罪予防するための地域活動等に取組んでいる民間ボランティア団体です。
　2.社明運動推進委員会　委員16名
　　犯罪や非行のない地域社会を築くため全国で取組まれている運動で、立直ろうとする
　　人の改善更生に広く理解を得られるよう活動している団体です。
　3.更生保護女性会　　　会員45名
　　女性の立場から地域における犯罪防止と更生保護の活動や、子ども達の健全育成のた
　　めの子育て支援活動等を行う無給ボランティア団体です。
　4.社会福祉協議会
　　社会福祉事業の組織的活動を促進し、社会福祉の増進に取組んでいる団体です。

　各福祉関係団体別の事業活動へ取組み、各事業促進の充実が図れました。

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 80,650 当初予算額 73,340

75,191 68,633

8686
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04

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

449,630

人

支給額(円)

人

支給額(円)

188

3,760,000

96

404,450

4,570 4,164

2年度

206

4,120,000

111

元年度

（ 単 位 ： 千円 ）

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 4,570 4,164

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 4,570 4,164

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

障害者手帳申請診断書助成率 ％        100        100

　難病患者への福祉金支給及び障害者手帳取得に際する診断書取得費用の助成を行うこと
により、本人及び家族等への経済的負担軽減を図りました。

支給人数・支給額

〇障害者給付事業（政策）
　障害者及び障害者を介護する保護者とその家族の生活に係る経済的負担の軽減を図るこ
とを目的とする事業で、県の指定難病特定医療費受給者証の交付を受けている方からの申
請により、年額2万円を206名へ支給しています。
　障害者手帳申請診断書料助成事業につきましては、手帳の申請に必要な医師診断書の交
付に要した費用（自己負担1/2）に対し、5,000円を限度に助成しています。延べ111名へ助
成しています。

難病患者福祉金

障害者手帳申請
診断書料助成

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度
難病患者福祉金支給率 ％        100        100

( 参 考 ） 当初予算額 4,457 当初予算額 4,579

歳　　　　　 出 　　　　　計 4,570 4,164

歳

出

内

訳

19 扶助費

担当
社会福祉課

障害福祉担当

事 　業 　名

－

障害者給付事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-03-01-01

民生費 社会福祉費 障害者福祉費
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

補装具費用負
担額助成事業

9

185,555216,087支給額(円)

人

（ 単 位 ： 千円 ）

　障害者(児)が地域で自立生活を営む上で必要な補装具費用を助成することにより、本人
及び家族等への経済的負担軽減を図りました。

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 6,190 当初予算額 304

110 0

12委託料

38

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 5,576 216

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 5,576 216

216

歳

出

内

訳

07報償費

5,280 0

19扶助費 186 216

民生費 社会福祉費 障害者福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度
補装具費用負担額助成率 ％        100        100

担当
社会福祉課

障害福祉担当

事 　業 　名

－

障害者自立支援事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-03-01-01

支給人数・支給額

歳　　　　　 出 　　　　　計 5,576

〇障害者自立支援事業（政策）
　障害者の地域での自立した生活を支援するための補装具費の助成に係る事業で、身体障
害者又は障害児が、障害者自立支援事業において、9割の助成を受けて購入又は修理した
費用を自己負担（1割）した方に、自己負担分の2分の1を市単独で助成しています。9名へ
の助成となります。
　また、委託料については市障害者計画第6期障害福祉計画第2期障害児福祉計画策定業務
となります。

令和2年度元年度
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【日常生活用具】
1.介護訓練支援　　　特殊寝台、特殊マットなど。
2.自立支援生活補助　入浴補助用具、移動移乗支援用具など。
3.在宅療養支援　　　吸入器、電気式たん吸引器など。
4.意思疎通支援　　　携帯用会話補助装置、障害者用ポ－タブルレコ－ダ－など。
5.排泄管理支援　　　ストマ装具、紙おむつなど。
6.住宅改修　　　　　手すり取付け、段差解消、すべり防止など。

【事 業 の 成 果】

〇障害者地域生活支援事業（政策）
　自力で日常生活を営むことが困難な重度の身体障害者又は、障害者の介護に必要な日常
生活用具費の助成に係る事業で、障害者地域生活支援事業において、9割の助成を受けて
購入した費用の一部を自己負担（1割）した方に、自己負担分の一部、年額15,000円を限
度に市単独で助成しています。延べ235名への助成となります。

日常生活用具給
付費負担額助成
事業
（延べ）

人

支給額(円)

257

753,330

235

720,796

支給人数・支給額 元年度 2年度

（ 単 位 ： 千円 ）

　障害者(児)が地域で自立生活を営む上で必要な補装具費用を助成することにより、本人
及び家族等への経済的負担軽減を図りました。

令和2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 809 当初予算額 806

721 753

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 721 753

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 721 753

歳　　　　　 出 　　　　　計 721 753

歳

出

内

訳

19 扶助費

民生費 社会福祉費 障害者福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度
日常生活用具給付費用負担額被助成率 ％        100        100

担当
社会福祉課

障害福祉担当

事 　業 　名

－

障害者地域生活支援事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-03-01-01

8989
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10

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

　障害者(児)や家族等が各活動を通じて、同じ境遇や相互理解を図り事業目的が達成され
ました。

令和２年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 280 当初予算額 280

130 167

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 130 167

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 130 167

歳

出

内

訳

18 負担金、補助及び交付金

民生費 社会福祉費 障害者福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和2年度 令和元年度
障害者福祉団体の活動促進 件          1          2

担当
社会福祉課

障害福祉担当

事 　業 　名

－

障害者福祉活動促進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-03-01-02

〇障害者福祉活動促進事業（政策）
　地域で自立して生活するために障害者(児)や家族を中心として組織された「障害者福祉
会」・「手をつなぐ育成会」への活動費の補助で、身体障害者スポーツ大会・機能維持回
復研修や障害者施設の訪問など、障害福祉の向上に努めています。

　1.障害者福祉会　会員32名
　　おもな事業　　地域身体障害者スポ－ツ大会、県身体障害者スポ－ツ大会、県障害者
　　　　　　　　　福祉の集い、機能維持回復1泊研修、機能維持回復日帰り研修などの
　　　　　　　　　身体障害者の福祉向上に係る活動を例年実施しておりますが、令和2
　　　　　　　　　年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止により活動や研修
　　　　　　　　　会が中止等になりました。
　2.手をつなぐ育成会　会員38世帯
　　おもな事業　　県ゆうあいスポ－ツ大会、障害者施設見学研修、おしゃべりサロン
　　　　　　　　　・親子レクリェ－ション・障害者支援センタ－研修などの知的障害
　　　　　　　　　児及びその親の障害者の福祉向上に係る活動を例年実施しておりま
　　　　　　　　　すが、令和2年度においては新型コロナウイルス感染拡大防止によ
　　　　　　　　　り活動が中止等になり限られた中での活動となりました。

歳　　　　　 出 　　　　　計 130 167

9090
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

○生活保護適正化推進事業
（１）被保護者家計改善支援事業
　　　生活保護世帯に対する家計改善を支援。
　　　①家計に関する課題を抱える世帯
　　　②大学等への進学を検討している高校生等のいる
　　　　世帯

（２）診療報酬明細書点検業務
　　　生活保護者及び中国残留邦人に係る診療報酬明細書
　　　等（レセプト）の点検業務を実施。
　　　①診療報酬明細書等内容点検（単月分）
　　　②診療報酬明細書等縦覧点検（３ヵ月分）
　　　③過誤調整依頼書及び再審査請求書作成業務

（３）生活保護相談員、生活保護就労支援員の確保
　　　生活保護に係る相談及び生活保護者の就労に向けた　（被保護者家計改善支援事業
　　　支援を実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援の様子（イメージ））

　生活保護費の適正運営と被保護者の自立に向けた支援を拡充することができました。

08 旅費 111

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 16,750 当初予算額 7,489

3,491 2,700

03 職員手当等

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 16,031 8,297

財
 
源

国 県 支 出 金 12,286 5,497

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 3,745 2,800

歳　　　　　 出 　　　　　計 16,031 8,297

13 使用料及び賃借料 308 0

歳

出

内

訳

01 報酬

370 0

04 共済費 445

民生費 生活保護費 生活保護総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
被保護者家計改善を必要とする数 件          3          1

109

担当
社会福祉課
保護担当

事 　業 　名

－

生活保護適正化推進事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-04-02-02

426

12 委託料 11,307 5,062

9191
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

○生活保護困窮者自立支援事業

（１）生活困窮者自立相談支援事業
　　　包括的な相談支援
（２）生活困窮者家計改善支援事業
　　　家計状況を可視化し、利用者の家計管理の
　　　意欲を引き出す改善支援
（３）生活困窮者学習・生活支援事業
　　　生活困窮者の子どもに対する学習支援や居
　　　場所づくり、養育に対する保護者への助言
（４）生活困窮者就労準備支援事業
　　　就労に向けた日常生活自立、社会生活自立、
　　　就労自立のための訓練
（５）住居確保給付金の支給
　　　就職活動を支えるための家賃費用を有期で
　　　給付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生活困窮者就労準備支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上：農業体験、下：パソコン教室）

　新型コロナウイルス感染拡大の影響等により生活困窮者の相談が令和元年度に比べ増加
しましたが、包括的な相談により問題を早期に発見でき、各事業と連携することで自立に
向けた支援をすることができました。

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 28,338 当初予算額 28,945

25,817 27,100

18 負担金、補助及び交付金

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 32,667 27,332

財
 
源

国 県 支 出 金 31,486 19,916

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 1,181 7,416

歳　　　　　 出 　　　　　計 32,667 27,332

歳

出

内

訳

12 委託料

6,850 232

民生費 生活保護費 生活保護総務費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
生活困窮者自立支援事業利用数 件        349         94

担当
社会福祉課
保護担当

事 　業 　名

－

生活保護困窮者自立支援事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-04-02-01

9292



款 02 項 01 目 13
03

【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

利用者の安全性・利便性・満足度の向上につとめ開館しているが、あじさい館（福祉館を含む）
については平成２７年度から平成３０年度までは、毎年利用人数が増加していたが、令和元年度
末からコロナウイルスの影響により、施設の貸出を休止したため利用人数が令和2年度は減少しま
した。

令和2年度 41,673 2,396 31,281 5,516 133 389 7,474

1,416 1,274 8,961

※　合計人数については、カラオケは曲数の為カラオケの曲数が含まれていません。

令和元年度 82,120 4,516 65,953 9,361

1,224 2,190 12,299

平成30年度 88,599 5,329 70,968 11,783 1,638 1,482 9,182

平成29年度 89,018 6,411 66,894 11,839

1,502 508 9,947

平成28年度 84,516 5,581 66,400 12,283 1,495 967 10,073

平成27年度 80,321 4,650 63,714 14,263

あじさい館の施設管理にあたり、利用者の安全性を第一義に考えるが、利便性や満足度の
向上も常に意識し、利用者数の増加を図ります。

年度別 利用状況 各年度3月31日現在　　単位：人

年　度 合計人数
福　　祉　　館 あじさい館

トレーニング室 浴室・集会室 カラオケ (曲） 軽運動室 多目的室 コミュニティ広場

担当
介護長寿課

あじさい館管理担当

事 　業 　名

－

あじさい館管理事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

07-01-01-02

浴室・集会室利用者人数 人     31,281     65,953

総務費 総務管理費 あじさい館管理費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
開館日数 日        232        288

歳　　　　　 出 　　　　　計 34,707 33,681

歳

出

内

訳

12 委託料

0

歳　　　　　 入 　　　　　計 34,707 33,681

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 34,707 33,681

（ 単 位 ： 千円 ）
令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 35,150 当初予算額 33,235

34,707 33,681

そ の 他 0

9393
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】
　

【事 業 の 成 果】
　

  地域における高齢者の暮らしを地域全体で支えるため、地域ケアシステム推進事業を社
会福祉協議会へ委託し実施しました。また、いきいき長寿プランを改訂し、新たに権利擁
護事業の推進を基本目標に加えるなど、更なる高齢者福祉の充実を図ることとしました。

  地域ケアシステムを活用し、在宅の高齢者の生活を支援することができました。なお、
ねんりんスポーツ大会事業・子どもヘルパー派遣事業については、感染症予防のため中止
としました。

担当
介護長寿課

高齢福祉担当

事 　業 　名

－

高齢者対策事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-02-01-01

0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 12,555 18,059

歳　　　　　 出 　　　　　計 18,059

民生費 社会福祉費 老人福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
ねんりんスポーツ参加者数 人 ０         86

2,853

14,771

歳

出

内

訳

04 共済費

130 0

12 委託料 12,425

（ 単 位 ： 千円 ）

30 賃金 0

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 13,558 当初予算額 18,914

0 435

07 報償費

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 12,555 18,059

財
 
源

国 県 支 出 金 0

12,555

相談件数

H30 R元 R2

在宅ケアチーム数

H30 R元 R2
ケース区分

85

9

125

11

3

7

15

10

1

3

2

11 9 9

11

119 137

11 7

7 5

25 25

4

2 2

80 91

7

15 20

1 2

※ 地域ケアシステムの現況

21

125 117 120

介護保険給付対象者

ひとり暮らし高齢者

他要援護高齢者

身体障害者

知的障害者

精神障害者

その他

計

4

7 5 6

44 47 51

7

20 19 22

9494
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

　ひとり暮らし高齢者等に対し緊急通報装置を貸与することにより、急病等の緊急時の迅
速かつ適切な対応につながりました。利用者の不安を軽減し福祉の増進を図ることができ
ました。

歳　　　　　 出 　　　　　計 2,759 2,564

担当
介護長寿課

高齢福祉担当

事 　業 　名

－

ひとり暮らし高齢者対策事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-02-01-04

民生費 社会福祉費 老人福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
緊急通報システム設置者の緊急通報数 件         11         10

歳

出

内

訳

12 委託料

0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 2,759 2,564

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 2,759 2,564

（ 単 位 ： 千円 ）

  民生委員の協力により、ひとり暮らし高齢者を対象とした調査を実施し実態を把握する
ことで、緊急通報装置等のサービス利用を推進しました。

  ■緊急通報装置設置事業
　　ひとり暮らし高齢者に緊急通報装置を
    貸与し緊急時の対応を図りました。
　
  ■火災警報器設置事業
　　ひとり暮らし高齢者宅に火災警報器を
　  設置しました。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 2,892 当初予算額 2,892

2,759 2,564

そ の 他

9595
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【事 業 費】

【事 業 の 概 要】

【事 業 の 成 果】

（ 単 位 ： 千円 ）

■軽度生活支援事業
　一人暮らしの高齢者または高齢者のみの世帯で日常生活において支援を必要とする方
  に対して、除草作業等の軽易な生活支援をシルバー人材センターに委託し実施しまし
  た（1時間あたり297円～）。

■寝具洗濯乾燥書毒サービス事業
　寝たきり状態の高齢者や障害者の寝具を回収し洗濯乾燥消毒サービスを通常料金の1割
  負担で実施しました。

■福祉タクシー利用料金助成事業
　65歳以上で要介護認定を受けている方や障害者の方に対して、タクシー料金の一部を
  助成しました。

  要援護高齢者等の日常生活上の支援を行うことにより、在宅生活の維持及び負担軽減が
図られました。

令和 2年度決算額 令和元年度決算額（参考）

( 参 考 ） 当初予算額 5,834 当初予算額 4,912

0 155

12 委託料

そ の 他 0 0

歳　　　　　 入 　　　　　計 4,130 4,323

財
 
源

国 県 支 出 金 0 0

地 方 債 等 0 0

一 般 財 源 4,130 4,323

歳　　　　　 出 　　　　　計 4,130 4,323

歳

出

内

訳

10 需用費

4,130 4,167

寝具洗濯乾燥サービス申請件数 人／年          9          9

民生費 社会福祉費 老人福祉費

指　　標　　区　　分 単位 令和 2年度 令和元年度
軽度生活支援事業申請件数 人／年         92        101

担当
介護長寿課

高齢福祉担当

事 　業 　名

－

要援護高齢者等サービス事業（政策）

継続 全体事業費
総合計画体系
事 業 期 間

04-02-01-04

9696




